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平成３０年７月豪雨に係る広島県内の復旧・復興工事を加速化 
 

～施工確保対策として「復興歩掛・係数」を新たに導入～ 
 

平成３０年７月豪雨に係る復旧・復興工事並びに防災・減災、国土強靱化のための３カ

年緊急対策工事を進めているところです。 

工事の実施における広島県内での状況を踏まえ、円滑な施工の確保に万全を期すた

め、予定価格の適切な設定に必要となる「復興歩掛」や「復興係数」の導入することを決

定しました。 

中国地方整備局では、平成 30 年 7 月豪雨の発生後、公共工事の円滑な施工確 

保対策及び中国地方復旧等事業円滑化官民ネートワーク会議などの関係者間の 

定期的な情報共有を実施してきました。 

  この度、広島県内における入札及び工事の現状を踏まえ、新たな対策（「復 

興歩掛・係数」）を講じることを決定しましたので、お知らせいたします。 
＜主な対策の内容＞ 

  ■「復興係数」・「復興歩掛」の導入 

    復興係数：共通仮設費を１．１倍、現場管理費を１．１倍に補正 

    復興歩掛：土工の日当たり標準作業量を２０％低下する補正を設定 

         （令和元年８月１９日以降に契約する広島県内工事に適用） 

 

 ※本発表は、以下の国土交通省記者発表「平成 30 年 7 月豪雨からの復旧・復興工事を加速化」を

受け行ったものです。  

      http://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo08_hh_000610.html 

＜問い合わせ先＞  
   中国地方整備局   ０８２－２２１－９２３１（代表）：（平日・昼間） 
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平成３０年７月豪雨における復興係数・復興歩掛

復興係数 復興歩掛

適用時期 令和元年８月１９日以降に契約する工事 令和元年８月１９日以降に契約する工事

対象工種 全ての土木工事 土工

対象地域 広島県内 広島県内

補正率 共通仮設費：１．１
現場管理費：１．１ 土工の作業効率を２０％低減

復興係数・復興歩掛



（参考）大規模災害における復興係数・復興歩掛

東日本大震災 熊本地震 平成30年7月豪雨

発災日 H23.3.11 H28.4.14,16 H30.7.6-7

復興係数
間接工事費を補正

適用時期 H26.2.3 H29.2.1
(H29.11.1一部引き上げ) R1.8.19

対象工種 全ての土木工事 全ての土木工事 全ての土木工事

対象地域 被災3県 熊本県内 広島県内

補正率
共通仮設費：1.5

共通仮設費：1.4
（阿蘇・上益城）

1.1
（その他県内）

共通仮設費：1.1

現場管理費：1.2 現場管理費： 1.1 現場管理費：1.1

復興歩掛
直接工事費を補正

適用時期 H25.10.1 H29.2.1 R1.8.19

対象工種 土工、コンクリート工 土工 土工

対象地域 被災3県 熊本県内 広島県内

補正率

土工：
作業効率20%低減
コンクリート工：
作業効率10%低減

土工：
作業効率20%低減

土工：
作業効率20%低減

※毎年度、次年度以降の継続の是非を判断 2
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工事目的物の施工に直接必要な経費
①材料費
②労務費
③直接経費（機械経費等）

※材料、労務、機械を組み合わせたものを
「歩掛」と呼ぶ。

（参考）公共土木工事の積算体系

名称 単位 数量
世話役 人 0.3
特殊作業員 人 0.1
普通作業員 人 0.9
L型側溝 個 16.5
バックホウ運転 h 1.2
基礎砕石費 % 22
諸雑費 % 12

（歩掛の例）L型側溝据付10m当たり

施工に共通的に必要な経費
①運搬費、準備費、事業損失防止施設費、安全費、営繕費
②技術管理費

工事を管理するために必要な経費
①労務管理費
②安全訓練等に要する費用
③租税公課、保険料
④従業員給料手当、退職金、法定福利費、福利厚生費
⑤外注経費

会社の本支店での必要経費、試験研究費、付加利益
①役員報酬、従業員給料手当、退職金、法定福利費、福利厚生費
②修繕維持費、事務用品費、通信交通費、動力・用水光熱費、地代家賃
③調査研究費
④広告宣伝費、交際費
⑤減価償却費、試験研究費償却、開発費償却
⑥付加利益（法人税等、株主配当金、役員賞与金、内部留保金等）

直接工事費

共通仮設費

現場管理費

一般管理費等

間接工事費

工事費

工事価格

消費税相当額

工事原価




